
技術部門（主）：長寿命化部門
登録
区分

■適用条件等（自然条件・現場条件等の活用上の留意点）

■公共事業における施工・活用方法

従来技術は浮き剥離部分の修復を目的としているが、本工法は鉄筋腐食
抑制効果を併せ持つため、補修後の再劣化進行速度が低下する。すなわ
ち再補修の必要回数が減少する。

■技術概要・ポイント（写真・図面等を適宜貼付）

1.単独 2.共同研究(民民) 3.共同研究(官民) 4.共同研究(民学)

開発会社：一般社団法人コンクリートメンテナンス協会 販売会社：井上商事株式会社 協会：一般社団法人コンクリートメンテナンス協会

開発

体制等

・従来技術は浮き剥離部分の修復を目的としているが、申請技術は鉄筋
腐食抑制効果を併せ持つため、補修後の構造物の品質は従来工法に比べ
て向上する。
・未はつり部を有する断面修復工法への亜硝酸リチウムの適用について
は、既往の研究により効果が確認されている。

1.道路 2.河川 3.ダム 4.砂防 5.港湾 6.海岸
7.下水道 8.公園 9.その他 10.全般

適用事業

ー
副部門(副次的効果)

部門

申請者名：一般社団法人コンクリートメンテナンス協会技術名称 ：リハビリ断面修復工法
様式A広島県建設分野の革新技術活用制度 《2024年1月19日時点》

■技術の成立性

区分３：活用促進技術 区分２：試行段階技術 区分１：開発・改良支援技術

【技術概要】
・申請技術は塩害や中性化によって劣化したコンクリート構
造物を部分的にはつりとり、亜硝酸リチウム系表面含浸材を
はつり面に塗布した後、亜硝酸リチウム水溶液を混入したポ
リマーセメントモルタルを用いて補修する断面修復工法であ
る。
・通常、浮き剥離が生じているコンクリートは、鉄筋の背面
側までのはつりとりが一般的とされている。
それに対して本工法では、断面修復材に混入した亜硝酸リ

チウムが既設コンクリート側へ浸透拡散し、鉄筋の腐食環境
を改善するため、はつり深さは鉄筋断面の半分が露出する程
度で良い。

リハビリ断面修復工法は、塩害及び中性化で劣化した土木・建築分
野の既設コンクリート構造物または既設プレストレストコンクリー
ト構造物に適用できる。以下、適用条件を記載する。
◯自然条件
・施工時の外気温が0～40℃の範囲内。
・降雨時は施工不可。
◯現場条件
・足場等作業用のスペースが確保できること。
・施工面に滞水のないこと。
◯関係法令等
・特になし。
◯適用できない範囲
・水中部での施工
・漏水箇所での施工
◯橋梁上下部、函渠、擁壁、護岸、砂防ダムなど、コンクリート構
造物全般の補修工事に適用できる。



項目 活用の効果
発現する効果

申請技術 従来技術

経済性
向上

（49%）
同程度

低下

（%）

はつり深さは鉄筋断面の半分が露出する程度で
良いこと及び鉄筋腐食抑制効果を併せ持つこと
から、イニシャルコスト及びライフサイクルコ
ストが安くなり経済性が向上する。

鉄筋の背面側まではつりとる必要があること及び
浮き剥離部分の修復のみを目的としていることか
ら、イニシャルコスト及びライフサイクルコスト
が高くなり申請技術より経済性に劣る。

工 程
短縮

（35%）
同程度

増加

（%）

劣化コンクリートのはつり深さを鉄筋断面の半
分程度に低減することができるため、はつり、
鉄筋ケレン、左官作業等の省力化及び工期の短
縮が期待できる。

鉄筋背面まではつる必要があることから、はつり、
鉄筋ケレン、左官作業等の観点で申請技術より工
程短縮が期待できない。

品質・
出来形

向上 同程度 低下

浮き剥離部分の修復による劣化因子の遮断のみ
ならず、亜硝酸リチウムによる鉄筋防錆効果を
付与できる。

浮き剥離部分の修復による劣化因子の遮断の効果
がある。

安全性 向上 同程度 低下

従来技術と同程度。 申請技術と同程度。

施工性 向上 同程度 低下

コンクリートのはつり、断面修復深さが浅くな
ることで、はつり、鉄筋ケレン、左官等の作業
量が低減し、省力化されるため、施工性が向上
する。

鉄筋背面まではつる必要があることから、断面修
復深さが深く、鉄筋背面のケレンが必要になるこ
とから施工性に課題があった。

環 境 向上 同程度 低下

はつり深さは鉄筋断面の半分が露出する程度で
良いことから、コンクリートのはつり量が減少
し、産業廃棄物の発生量が減少する。

鉄筋背面まではつる必要があることから、申請技
術と比較して産業廃棄物の発生量が多い。

維持管理性 向上 同程度 低下

浮き剥離部分の修復による劣化因子の遮断のみ
ならず、亜硝酸リチウムによる鉄筋防錆効果を
付与できることから、補修後の劣化進行速度が
低下する。すなわち再補修の必要回数が減少す
る。

浮き剥離部分の修復による劣化因子の遮断の効果
により劣化進行の速度を遅らせることができる。

その他 向上 同程度 低下
該当なし 該当なし

■活用の効果（技術部門（主部門）のアピールポイント） ※従来技術名（断面修復工）
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様式A広島県建設分野の革新技術活用制度 《2024年1月19日時点》



■当該技術の課題と今後の改良予定

特になし

■国土交通省(NETIS)への登録状況

■建設技術審査証明の発行状況

申請地方
整備局名

登録年月日 登録番号
評価

(事前・事後)

中国地方整備局 2022年4月11日 CG-220003-A 評価なし

発行機関名 証明書発行年月日 証明書番号

■国及び都道府県等による技術的審査を受けている状況

なし

発注者 県内件数 県外件数

広島県 ０ 件 ―

その他公共機関 ０ 件 ２ 件

民間等 件 件

■活用実績

■知的財産等

特許・実用新案 番 号

特許 １．あり ２．出願中 ３．出願予定 ４．なし

実用新案 １．あり ２．出願中 ３．出願予定 ４．なし

発注者 年度 公共工事名（事業名）

天草市 R5 立大多尾樫浦線（浜丸橋）橋梁補修工事

長崎市 R5 市道宿町田中町１号線（田中町３号橋）橋梁補
修工事

申請者名：一般社団法人コンクリートメンテナンス協会技術名称 ：リハビリ断面修復工法
様式A広島県建設分野の革新技術活用制度 《2024年1月19日時点》


